別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費
	事業名:男女共同参画プラザ管理運営等事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　環境生活部男女参画青少年課男女共同参画係　電話番号：058-272-1111（内2424）　　　　　　　　　　　
E-mail：c11123@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：25,490千円（前年度予算額：22,790千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県民協働により男女共同参画社会づくりの推進を図るため、男女共同参画に関する人的交流、情報収集・発信、相談、活動支援、普及啓発などを一元的に実施できる活動拠点として「男女共同参画プラザ」を設置・運営する。
【「男女共同参画プラザ」の概要】

　○設置場所　…　岐阜県県民ふれあい福寿会館　第１棟２階

　○運営方法　…  県直営
　○運営内容

　　＜男女共同参画プラザの管理運営＞

　　　・オープンスペース、研修室、情報コーナー等の管理

　　・研修室の利用団体・グループの登録及び研修室の貸出
　　　　※9:00～17:00（年末年始及び県民ふれあい福寿会館保守点検日を除く）　

　　＜男女共同参画関連情報及び資料の収集、提供＞　
　　　・男女共同参画に関する図書及びビデオの購入、貸出・閲覧
　　　・資料の収集及び配置
　　＜相談事業＞
　　　・電話相談（相談員２名）
　　※日～木、第１・３土曜日　9:00～12:00、13:00～17:00
（祝日、年末年始等を除く）

・インターネット相談（24時間受付）

  ・専門相談

　　法律相談　　：月２回・面接(第２・４水曜日　13:00～16:00、女性弁護士)
　　こころの相談：月２回・面接(第１・３木曜日  13:00～16:00、カウンセラー等)
　・男性専門相談

　　月２回・電話（第２・４水曜日　17:00～20:00  男性臨床心理士等）

＜県内女性団体等への相談支援＞
　　　・地域活動を行っている女性団体等に関する情報収集及び提供　
　　・女性団体等の活動に対する助言、ネットワークづくり、交流会
＜普及啓発事業＞
　　・県民の意識啓発、人材育成、地域活動の活性化、調査・研究
　　
	２　所要経費


　管理運営：11,687千円（業務総括者等人件費、施設運営費）
　相談事業（一般電話相談、専門相談、男性専門相談）：7,961千円
　活動支援事業（女性団体間ネットワークの構築、交流促進）：28千円
　普及啓発事業（男女共同参画講座、広報、調査・研究）：5,814千円
	２月１日時点の査定額の考え方


　非常勤専門職の要求（８名）のうち１名分の予算計上を見送ります。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	22,790
	0
	0
	0
	0
	0
	69
	0
	22,721

	要求額
	25,490
	0
	0
	0
	0
	0
	68
	0
	25,422

	２月1日時点
査定額
	23,064
	0
	0
	0
	0
	0
	57
	0
	23,007

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　男女共同参画社会の実現に向けて、より県民に身近で利用しやすく、男女共同参画に対する理解・地域活動への参画を促す拠点をつくる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	「男は仕事、女は家庭が良い」と考える者の割合
	（H  ）
	15.7％
（H 9 ）
	10.8％
（H14）
	9.2％
(H19）
	8.0％
（H24）
	-　％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

上記【「男女共同参画プラザ」の概要】のとおり

平成２４年度電話相談実績（4～10月）
　　・件数：688件

　　　※主な相談内容　　①パートナー関係、②親子・家族関係、③人間関係




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　研修室・オープンスペースは、多くの利用者があり、開設した講座も好評を得ており、男女共同参画社会づくりに向けた活動拠点として県民の認知は徐々に定着してきていると思われる。相談業務においても、県内唯一のジェンダーに関する窓口として、男女の生き方に関わる身近な相談に幅広く対応している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	男女共同参画社会づくりの推進を図るため、男女共同参画に関する人的交流、情報収集・発信、相談、活動支援、普及啓発などを一元的に実施できる活動拠点として必要。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 △

	「男は仕事、女は家庭」と考える者の割合は、目標に向け近づきつつあるものの、達成には至っておらず、より啓発を充実させていく必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	男女共同参画を広く県民に推進するため、関係団体やサポーターを中心とする啓発活動をはじめ、地域活動の支援や情報収集・発信を行うとともに、県民が気軽に交流できる場として研修室やオープンスペースを提供。相談窓口については、県民ニーズに対応するため第１・３土曜日、日曜日も開設し、男女共同参画に関する相談を受け付けるとともに、専門面接相談（こころ、法律）、男性専門電話相談などの専門相談も実施し、より幅広い相談に対応している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各種事業への男性や若年層の参加が少ない傾向があるため、そういった層へのより効果的な啓発方法等を検討していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後は、男女共同参画社会の実現に向けて、より県民に身近で利用しやすく、男女共同参画に対する理解・地域活動への参画を促す施設を目指して、県民ニーズを踏まえた事業の展開、機能の拡充等効果的な運用を図っていく。


